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第１章 計画策定の趣旨 

－1－ 

１－１ 計画の背景と位置付け 

１ 一般廃棄物処理基本計画とは 

一般廃棄物処理基本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、｢廃棄物処理法｣

という。）第６条第１項に基づき策定するもので、いちき串木野市内から発生する一般廃棄

物の処理・処分について長期的・総合的視野に立った基本となる事項について定めるもので

す。 

計画の策定にあたっては、廃棄物処理をめぐる今後の社会・経済情勢、一般廃棄物の発生

の見込み、地域の開発計画、市民の要望などを踏まえた上で、一般廃棄物処理施設や処理体

制の整備、財源の確保等について十分検討するとともに、それを実現するための現実的かつ

具体的な施策を総合的に検討する必要があります。 

また、計画期間については、目標年度を概ね 10 年から 15 年先において、概ね５年ごとに

改訂するほか、計画策定の前提となっている諸条件に大きな変動があった場合には、見直し

を行うものとします。 

 

※ 一般廃棄物処理基本計画は、目標年次を概ね 10～15 年先において、概ね５年ごとに改訂するほか、計画

策定の前提となっている諸条件に大きな変動があった場合には見直しを行うことが必要であるとされてい

ます。（「ごみ処理基本計画策定指針（環境省、平成 28 年 9 月）」より） 

２ 計画策定の目的 

いちき串木野市一般廃棄物処理基本計画（以下、｢本計画｣という。）は、「いちき串木野

市第２次総合計画（平成 29 年 3 月）」や、「いちき串木野市環境基本計画（平成 23 年 3

月）」などの上位計画を踏まえたうえで、生活環境の保全と公衆衛生の向上を図り、一般廃

棄物に係る施策等を、中長期的な視点に立ち、総合的かつ計画的に推進していくための指針

を示すものです。 

これまで、いちき串木野市（以下、「本市」という。）では、平成 24 年 3 月に一般廃棄

物処理基本計画を策定した後は、一般廃棄物の発生抑制や資源化、適正処理、広域処理につ

いて取り組んできましたが、平成 28 年５月に開催された「Ｇ７富山環境大臣会合」におい

て採択された「富山物質循環フレームワーク（共通のビジョン）」、平成 30 年 6 月に改訂

された「第四次循環型社会形成推進基本計画」など、近年の社会・経済状況を踏まえた循環

型社会形成のための国内の取り組みを踏まえた施策を考慮する必要があります。 

こうした背景を踏まえて、2020 年度を初年度とした新たな本計画では、基本理念、基本

方針を定め、数値目標を設定し、その目標達成に向けた施策を定めるものとしました。 
 

※ 富山物質循環フレームワークで採択されたごみ関連分野の具体的な事例は、「規制的手法に加えて、事業

者による自主的な取り組みの推進」、「災害廃棄物の適正処理と再生利用、災害に対して強靱な廃棄物処

理施設等の整備等」、「地域の多様な主体間の連携（産業と地域の共生）、消費者対策」、「具体的な例

として、食品ロス・食品廃棄物対策」などが挙げられています。 
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第１章 計画策定の趣旨 

－2－ 

３ 計画の位置付け 

本計画は、廃棄物処理法第 6 条第 1 項に定める「当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理

に関する計画」に基づく計画であり、本市の一般廃棄物処理に関する最上位計画として定め

ます。 

また、本計画は、本市が長期的・総合的視点に立って、計画的なごみ処理の推進を図るた

めの基本方針となるものであり、ごみの排出抑制及びごみの発生から、最終処分に至るまで

のごみの適正な処理を進めるために必要な基本的事項を定め、本市の上位計画と整合を図っ

て策定しています。 

◆図表 1.1.1 計画の位置付け 

環境基本法

第五次環境基本計画(H30.4)

第四次循環型社会形成推進
基本計画(H30.6)

循環型社会形成推進基本法

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
(廃棄物処理法)

廃棄物処理基本方針(H28.1変更)

廃棄物処理施設整備計画(H25.5)

資源有効利用促進法

小型電子機器リサイクル法

容器包装リサイクル法

建設リサイクル法

家電リサイクル法

食品リサイクル法

自動車リサイクル法

グリーン購入法

（再生利用の推進）

（個別物品の特性に応じた規制〉

（国等が率先して再生品などの調達を推進〉

（廃棄物の適正処理）

いちき串木野市第2次総合計画
・基本構想
・前期基本計画
・地区別計画
いちき串木野市環境基本計画
いちき串木野市条例

・鹿児島県環境基本計画（H23.3）
・鹿児島県廃棄物処理計画（H28.3）
・鹿児島県地域防災計画（H30.3）
・鹿児島県災害廃棄物処理計画（H30.3）

いちき串木野市一般廃棄物処理基本計画

生活排水処理基本計画ごみ処理基本計画

ごみ処理実施計画（単年度） 生活排水処理実施計画（単年度）
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１－２ 計画の目標年度と対象区域 

１ 計画の目標年度 

一般廃棄物処理基本計画の目標年度は、概ね 10 年から 15 年先に設定することとなってお

り、本計画では、計画期間を 10 年間とし、2020 年度から 10 年後の 2029 年度を計画目標

年度とします。 

なお、本計画は概ね 5 年を目安に見直すことを基本としますが、政策･制度等の改変、社

会経済情勢の変化、施設整備に係る情勢変化等があった場合には、必要に応じて順次見直す

ものとします。 

◆図表 1.2.1 関連計画の目標年度 

計画名称 
策定 
年月 

計画 
期間 

目標 
年度 

目標 
人口 

いちき串木野市 第 2 次総合計画 2017.3 2017～2026 2026 
27,415 人 
（2025） 

いちき串木野市 一般廃棄物処理基本計画 2012.3 2012～2021 2021 
28,010 人 
（2021） 

    

◆図表 1.2.2 計画目標年度 

計 画 期 間：2020 年度～2029 年度（10 ヵ年） 

計 画 基 準 年 度：2018 年度（計画策定期間時での最新実績） 

計 画 初 年 度：2020 年度 

中間目標年度 ：2024 年度 

計 画 目 標 年 度：2029 年度 

 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

 

基

準

年

度

　

計

画

初

年

度

 

中

間

目

標

年

度

 

計

画

目

標

年

度

10年間

 
 

２ 対象区域 

本計画の対象区域は、本市の行政区域内全域とします。 
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３ 計画対象廃棄物 

本計画の対象廃棄物は、一般廃棄物のうち、固形状のもの（以下、「ごみ」という。）及

び液状のもの（以下、「生活排水」という。）とします。 

なお、ごみのうち、本市による処理・処分が困難であるものは処理対象外とし、これらの

扱いは下記のとおりとします。 

◆図表 1.2.3 計画対象廃棄物 

廃棄物 〔占有者が自ら利用し、又は他人に有償で売却することが出来ないために不要になったもの〕

 放射性物質及びこれによって汚染されたものを除く。
　 ただし、放射性物質汚染対処特別措置法の規定により、平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所
事故由来放射性物質により汚染されたものは対象とする。

一般廃棄物 〔産業廃棄物以外のごみ〕

固形状のもの （ごみ）

液状のもの （生活排水）

特別管理一般廃棄物（本市のごみ処理過程で発生するものを除く）

（PCB使用部品、埋立基準を超える焼却灰及び汚泥、集じん灰、感染性廃棄物）

一般ごみ（家庭系ごみ、事業系ごみ）
（災害ごみを含む）

本計画において対象とする廃棄物

生活雑排水（風呂や台所からの排水）
し尿（汲み取りし尿）及び浄化槽汚泥（集落排水施設からの汚泥含む）

本計画において対象とする廃棄物

 
 

◆図表 1.2.4 本計画において処理対象外とするごみとその扱い 

区 分 品 目 と 取 り 扱 い 

家 電 4 品 目 
テレビ、冷蔵庫(冷凍庫も含む)、洗濯機(乾燥機も含む)、エアコン、
衣類乾燥機は、購入店に引き取りを依頼します。 

パ ソ コ ン 
パソコン(デスクトップパソコン本体、ノートブック型、CRT ディス
プレイ、液晶ディスプレイ装置)はメーカーに回収してもらいます。 

その他本市で指定する
処 理 困 難 物 

以下のごみは、本市では取り扱いません。そのため、これらのごみ
は、専門業者に依頼し処理します。 

 
ブロック、土砂、タイヤ、単車、レンガ、瓦、消火器、ボンベ、バッ
テリー、スレート、農機具、モーター、コンプレッサー、ミシン、餅
つき機、草払い機、チェーンソー、井戸ポンプ、電子レンジ、太陽熱
温水器、電気温水器、ガス・灯油ボイラー、健康器具、マッサージ
器、リヤカー、OA 機器、スプリング入りのベッド・ソファー等 

環境センターで処理で
き な い ご み 

産業廃棄物、漁網、農業用ビニール、医療廃棄物、建設廃材、建築廃
材、有害廃棄物等は専業者に依頼し処理します。 

※放射性廃棄物について 

平成 23 年 8 月に公布された「平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故より放出

された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平成 23 年法律第 110 号）によるものとします。 
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１－３ 計画の構成 

１ 本計画の全体構成 

一般廃棄物処理基本計画は、①長期的視点に立った市町村の一般廃棄物処理の基本方針と

なる計画（一般廃棄物処理基本計画）と、②基本計画に基づき年度ごとに、一般廃棄物の排

出の抑制、減量化・再生利用の推進、収集、運搬、処分等について定める計画（一般廃棄物

処理実施計画）から構成され、それぞれ、ごみに関する部分（ごみ処理基本計画及びごみ処

理実施計画）及び生活排水に関する部分（生活排水処理基本計画及び生活排水処理実施計

画）で構成されています。（廃棄物処理法施行規則（昭和 46 年厚生省令第 35 号）第 1 条

の 3 の規定） 

本計画は、ごみ処理に関する部分（ごみ処理基本計画）と生活排水処理に関する部分（生

活排水処理基本計画）で構成します。 

◆図表 1.3.1 計画の構成 

一般廃棄物処理基本計画

生活排水処理基本計画ごみ処理基本計画
 

 

２ 本計画の内容構成 

本計画は、以下に示すように全６章で構成しています。まず、第１章（本章）で計画策定

の趣旨を示し、第２章で本市の地域特性の把握、第３～４章でごみ処理に関する現状の整理、

ごみ処理に関する基本方針・計画のまとめ、第５～６章で生活排水処理に関する現状の整理、

生活排水処理に関する基本方針・計画となっています。 

◆図表 1.3.2 一般廃棄物処理基本計画の内容構成 

地域特性の把握

基本方針・処理主体の設定

　人口・ごみ排出量・生活排水処理等に関する各種推計

各種計画の策定

計画策定の趣旨

ごみ処理の現状と分析

実態の整理及び課題の抽出

収集・運搬計画 中間処理計画

最終処分計画 その他事項

各論構成

ごみ処理基本計画

生活排水処理の現状と分析

生活排水処理基本計画

第２章

第１章

第４章

第３章

第６章

第５章
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１－４ 計画の進行管理 

本計画の進行管理については、Plan（計画の策定）、Do（実行）、Check（評価）、Act

（見直し）の PDCA サイクルの概念を導入するものとします。 

本計画の PDCA サイクルについては、「ごみ処理基本計画策定指針 環境省 大臣官房廃

棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課」（平成 28 年 9 月）に示された進行管理を基本と

して実施していくものとします。 

本計画を着実に実施していくためには、この PDCA サイクルに積極的に取り組み、継続的

に進行管理をしていくことが重要となります。 

計画の進行管理の内容及び PDCA サイクルに関する模式図を以下に示します。 

◆図表 1.4.1 計画の進行管理 

資料：「ごみ処理基本計画策定指針 環境省 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課」（平成 28 年 9 月） 
 

項  目 内   容 

Plan （計画の策定） 

廃棄物処理法により一般廃棄物処理基本計画を策定します。 

策定した基本計画は、市民や事業者等へ情報提供し、広く周知してい

きます。 

Do  （実行） 
基本計画に従って一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうち

に収集・運搬・処理（再生含む）・処分していきます。 

Check（評価） 
一般廃棄物処理システムの改善・進捗状況を客観的かつ定量的に点

検・評価していきます。 

Act （見直し） 

単年度単位での課題事項については、その都度改善を行っていくもの

とします。なお、本計画は概ね５年ごと、または計画策定の前提とな

っている諸条件に大きな変動があった場合は、見直しを行います。 

◆図表 1.4.2  PDCA サイクルのイメージ 

Plan（計画の策定）

何をどのように実施す
るかを計画する。

Do（施策の実行）

実施計画に従って施
策を実行する。

Check（評価）

計画の達成度合いを評
価し、その要因を分析
する。

Act（見直し）

計画の継続・変更に
ついて検討する。

ＰＤＣＡ
サイクル

  
資料：「ごみ処理基本計画策定指針 環境省 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課」（平成 28 年 9 月） 

  



第２章 地域特性の把握 

－7－ 

 

２－１ 地勢・位置 

本市は、鹿児島県の薩摩半島北西部に位置しており、東西約 19.1km、南北約 18.2km の

範囲におよび、総面積は 112.29km2 で、鹿児島県の 1.2％を占めています。北～東は薩摩川

内市、南～東は日置市と境界を接しており、西側には東シナ海が広がっています。海や山々

に囲まれているため、これらの地形がもたらす清らかな地下水や温泉、温暖な気候など豊か

な自然に恵まれています。 

また、本市には、縄文後期に人々が漁労や狩猟をして生活を営み、広い範囲にわたって人

と物と情報の交流をしていたことを示す県指定文化財の市来貝塚や、徐福伝説とともに薩摩

における山岳仏教の中心地として発展してきた冠嶽があります。 

さらに、江戸時代の陸上交通において九州筋の宿場町として、また海上輸送の一中心地と

して物資等の集散地として栄えたほか、金鉱業と遠洋まぐろ漁業のまちとして栄えてきたと

いう、これまでに積み重ねられた歴史と、そこから生まれた文化があります。 

◆図表 2.1.1 本市の位置 
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２－２ 規 模 

2019 年度における本市の総面積は 112.29km2 で、鹿児島県全体の 1.2％を占めています。 

また、本市の人口密度は 249.6 人/km2 となっており、鹿児島県全体の人口密度 175.7 人

/km2 の 1.42 倍となっています。 

◆図表 2.2.1 本市及び鹿児島県の規模 

人口密度

(km2) 占有率(%) (人) 占有率(%) (人/km2)

9,187.08 100.0 1,613,969 100.0 175.7

112.29 1.2 28,032 1.7 249.6

区分／項目
面　積 人　口

鹿児島県全体

いちき串木野市
 

(2019 年 10 月 1 日現在) 

資料：鹿児島県オープンデータ「県人口移動調査」(平成 30 年報) 

資料：国土地理院「令和元年全国都道府県市区町村別面積調」 

  

◆図表 2.2.2 本市及び鹿児島県全体の人口密度 

175.7

249.6

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

鹿児島県全体 いちき串木野市

（人/km2）
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２－３ 気 候 

本市の気候区分は暖温帯に属し、2018 年の年間降水量は 2,540.0 ㎜/年となっており、特

に５月、7 月、９月の３か月間は降水量が多く、3 か月間の総雨量は 1,300 ㎜で、年間降水

量の 52％を占めています。 

また、2018 年における年間の平均気温は 17.9℃となっており、最高気温は 8 月の 35.7℃、

最低気温は 1 月の-4.9℃となっています。 

◆図表 2.3.1 気候概要 

 

平均 最高 最低 総量 最大日量

17.2 34.9 -2.7 2,227.5 118.0

17.7 35.7 -2.5 3,130.5 152.0

18.5 35.8 -5.4 2,698.5 147.0

17.4 35.1 -4.0 2,033.0 105.0

17.9 35.7 -4.9 2,540.0 172.5

1月 6.6 20.7 -4.9 106.0 40.5

2月 7.0 16.8 -2.0 92.5 30.0

3月 13.4 24.4 -0.4 195.5 48.5

4月 17.1 27.3 7.6 137.5 45.0

5月 20.7 29.3 7.3 383.0 110.0

6月 24.0 31.3 15.7 323.5 106.0

7月 27.5 34.3 22.1 460.5 172.5

8月 28.5 35.7 19.7 51.0 18.0

9月 25.3 33.1 17.9 456.5 115.0

10月 18.8 30.1 8.9 58.0 26.5

11月 14.4 25.4 2.3 90.0 35.0

12月 11.2 23.6 0.3 186.0 93.5

2018年

気温(℃) 降水量(mm)

2014年

2015年

2016年

2017年

年月/区分

 
資料：国土交通省 気象庁 HP 

   

◆図表 2.3.2 2018 年における月別降水量と気温 
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【観測地点】 

地点名：東市来 

北緯：31 度 40.1 分 

東経：130 度 19.7 分 

標高：40m 
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２－４ 交 通 

本市の主要道路及び鉄道網は、以下に示すとおりです。 

道路網に関しては、南北に国道 3 号と海沿いに県道 43 号線（主要地方道川内・串木野

線）が通っており、また、東西に県道 313 号線（県道荒川・川内線）、県道 39 号線（主要

地方道串木野・樋脇線）、県道 308 号線（県道郷戸市来線）が通っています。国道 3 号及び

県道 39 号線においては、本市内を南北に通っている南九州西回り自動車道と接続（国道 3

号－市来 IC、県道 39 号線－串木野 IC）しており、主要都市へと通じ、人・物・情報を運ぶ

大変重要な路線となっています。 

鉄道に関しては、南北にＪＲ鹿児島本線が走っており、本市内の駅としては、｢串木野駅｣

「神村学園前駅」「市来駅」があります。 

また、串木野新港と甑島を結ぶ「フェリーニューこしき」は島民の利用に便利なように、

1 日 2 往復のダイヤとなっています。 

◆図表 2.4.1 本市の交通網 

 
資料：地理院地図（電子国土 Web） 
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２－５ 人 口 

１ 人口及び世帯数の推移 

本市の行政区域内人口は、2009 年度の 31,398 人から 2018 年度には 28,032 人へと、こ

の 10 年間で 3,366 人の減少（10 年間平均減少数 337 人／年）となっています。 

世帯数は、2009 年度の 12,377 世帯から 2018 年度には 12,000 世帯へと、この 10 年間で

377 世帯減少しており、人口と同様に減少傾向となっています。 

各年度の１世帯当り人口（行政区域内人口÷世帯数）は、2009 年度の 2.54 人／世帯から

年々減少し、2018 年度には 2.34 人／世帯となっています。 

◆図表 2.5.1 本市及び鹿児島県全体の人口及び世帯数の推移 

行政区域内人口 世帯数 行政区域内人口 世帯数 1世帯当たりの人数

（人） （世帯） （人） （世帯） （人/世帯）

2009年度 1,712,950 728,359 31,398 12,377 2.54

2010年度 1,706,242 729,386 31,144 12,315 2.53

2011年度 1,696,815 730,047 30,748 12,201 2.52

2012年度 1,685,820 729,141 30,518 12,212 2.50

2013年度 1,674,781 728,150 30,186 12,213 2.47

2014年度 1,661,725 726,468 29,756 12,195 2.44

2015年度 1,648,177 724,690 29,282 12,159 2.41

2016年度 1,637,272 725,987 28,863 12,140 2.38

2017年度 1,625,434 726,924 28,361 12,073 2.35

2018年度 1,613,969 728,126 28,032 12,000 2.34

年度／項目

鹿児島県全体 いちき串木野市

 
※各年度とも 10 月 1 日の人口・世帯数を記載 

資料：鹿児島県オープンデータ「県人口移動調査」(平成 30 年報) 

  

◆図表 2.5.2 本市の人口及び 1 世帯当りの人口の推移 
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２ 人口の年齢構成 

2018 年度における本市の年齢別人口分布は、15 歳未満の人口（男女計）が 12％、労働の

対象となる 15～64 歳の人口（男女計）が 53％、65 歳以上の人口（男女計）が 35％となっ

ています。（※それぞれの割合に年齢不詳人口は含んでいません。） 

65 歳以上の人口に対し、15 歳未満の人口が少ないため、高齢化社会が進行していくこと

が予想されます。 

◆図表 2.5.3 本市の人口の年齢構成 

439

603

607

743

497

391

554

694

752

837

799

809

1,036

1,264

979

889

626

365

132

10

0 500 1,000 1,500

0 ～ 4 歳

5 ～ 9 歳

10 ～ 14 歳

15 ～ 19 歳

20 ～ 24 歳

25 ～ 29 歳

30 ～ 34 歳

35 ～ 39 歳

40 ～ 44 歳

45 ～ 49 歳

50 ～ 54 歳

55 ～ 59 歳

60 ～ 64 歳

65 ～ 69 歳

70 ～ 74 歳

75 ～ 79 歳

80 ～ 84 歳

85 ～ 89 歳

90 ～ 94 歳

95 ～ 99 歳

100 歳以上

男

428

574

586

839

648

438

526

695

814

831

858

942

1,138

1,261

1,099

1,071

936

734

426

139

14

0 500 1,000 1,500

0 ～ 4 歳

5 ～ 9 歳

10 ～ 14 歳

15 ～ 19 歳

20 ～ 24 歳

25 ～ 29 歳

30 ～ 34 歳

35 ～ 39 歳

40 ～ 44 歳

45 ～ 49 歳

50 ～ 54 歳
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100 歳以上

女

（人）（人）

 
※年齢不詳：男 6 人、女 4 人 

(2018 年 10 月 1 日現在) 

資料：鹿児島県オープンデータ「県人口移動調査」(平成 30 年報) 

 

◆図表 2.5.4 本市の人口の年齢構成 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

1,649 13% 7,112 55% 4,264 33% 13,025 100%

1,588 11% 7,729 52% 5,680 38% 14,997 100%

3,237 12% 14,841 53% 9,944 35% 28,022 100%

15歳未満 15～64歳 65歳以上 合計

男

女

性別/年齢

計
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３ 人口動態 

自然動態をみると、死亡者数（418 人）が出生者数（166 人）を上回っており、252 人減

少していることから、近年の少子化の傾向がみられます。 

次に、社会動態をみると、転出者数（1,066 人）が転入者数（989 人）を上回っており、

77 人の減少となっています。 

◆図表 2.5.5 人口動態 

13,091  人 166  人

21,968  人 418  人

-8,877  人 -252  人

29,614  人 989  人

32,202  人 1,066  人

-2,588  人 -77  人

-11,465  人 -329  人

鹿児島県全体 いちき串木野市

自然動態

出生

死亡

増減数

社会動態

転入

転出

増減数

合計 人口動態 増減数

区　分

 
(2018 年 10 月 1 日現在) 

資料：鹿児島県オープンデータ「県人口移動調査」(平成 30 年報) 

 

◆図表 2.5.6 本市の人口動態 
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２－６ 産 業 

１ 就職人口 

本市においては、製造業の就業者数が 18.4％と最も多く、次いで、医療・福祉の就業者数

が 17.4％、卸売・小売業の就業者数が 14.8％となっています。 

◆図表 2.6.1 本市及び鹿児島県全体の産業構成① 

人数(人) 割合(％) 人数(人) 割合(％) 人数(人) 割合(％) 人数(人) 割合(％)

農業 1,983 0.2 590 4.4

林業 63,136 8.4 32 0.2

漁業 5,130 0.7 152 1.2

 鉱業 531 0.1 22 0.2

 建設業 62,380 8.3 1,264 9.5

 製造業 80,927 10.7 2,442 18.4

 電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業 3,871 0.5 34 0.3

 情報通信業 7,374 1.0 53 0.4

 運輸・郵便業 32,483 4.3 650 4.9

 卸売・小売業 118,985 15.8 1,969 14.8

 金融・保険業 14,273 1.9 178 1.3

 不動産・物品賃貸業 9,624 1.3 99 0.8

 学術研究，専門・技術サービス業 17,826 2.4 243 1.8

 宿泊業，飲食サービス業 44,918 5.9 780 5.9

 生活関連サービス業，娯楽業 27,106 3.6 540 4.1

 教育，学習支援業 36,111 4.8 501 3.8

 医療，福祉 127,505 16.9 2,317 17.4

 複合サービス事業 11,104 1.5 205 1.5

 サービス業(他に分類されないもの) 38,114 5.0 603 4.5

公務(他に分類されるものを除く) 36,312 4.8 585 4.4

14,162 1.9 14,162 1.9 30 0.2 30 0.2

753,855 100.0 753,855 100.0 13,289 100.0 13,289 100.0

産業　＼　県・市
鹿児島県全体 いちき串木野市

一次産業 70,249 9.3 774 5.8

28.1

三次産業 525,606 69.7 8,757 65.9

分類不能の産業

合　　計

二次産業 143,838 19.1 3,728

 
 (2015 年 10 月 1 日現在) 

資料：国勢調査、統計いちき串木野(平成 30 年度版) 

 

◆図表 2.6.2 本市及び鹿児島県全体の産業構成② 

5.8

9.3

28.1

19.1

65.9

69.7

0.2

1.9
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いちき串木野市

鹿児島県全体

一次産業 二次産業 三次産業 分類不能
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２ 農 業 

本市においては、鹿児島県全体に比べ、自給的農家の占める割合が多く、専業農家の割合

が少ない傾向となっています。 

◆図表 2.6.3 本市及び鹿児島県全体の農業構成① 

鹿児島県全体 63,943 21,514 16,022 4,086 11,936 26,407

いちき串木野市 990 196 197 22 175 597

区　分
総農家数

（戸）

専業農家

（戸）

兼業農家

（戸）

自給的農家

（戸）
第一種兼業農家

（戸）

第二種兼業農家

（戸）

 
(2015 年 2 月 1 日現在) 

資料：農林水産省「2015 年農林業センサス」 

 

◆図表 2.6.4 本市及び鹿児島県全体の農業構成② 

19.8

33.6

2.2

6.4

17.7

18.7

60.3

41.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いちき串木野市

鹿児島県全体

専業農家 第一種兼業農家 第二種兼業農家 自給的農家

 

３ 林 業 

本市の保有山林は、95ha で、本市の全体山林面積（図表 2.7.1 より）5,142ha の 1.8％と

なっています。 

◆図表 2.6.5 本市及び鹿児島県全体の保有山林及び山林の管理状況 

鹿児島県全体 997          48,875     30            3,083       39            7,520       1,000       53,312     103          1,414       32            12,862     

いちき串木野市 7              95            ― ― ― ― 7              95            2              13            ― ―

区　分

所有山林 借入山林 保有山林
保有山林のうち、

他に作業・管理を

任せている山林経営

体数

面　積

(ha)

貸付山林

経営

体数

面　積

(ha)

経営

体数
面　積

(ha)

経営

体数

面　積

(ha)

面　積

(ha)

経営

体数

面　積

(ha)

保有山林以外で他

から作業・管理を

任されている山林

経営

体数

 
(2015 年 2 月 1 日現在) 

資料：農林水産省「2015 年農林業センサス」 
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４ 漁業・水産業 

本市の漁業・水産業は、まぐろ漁業、沿岸漁業等が盛んに行われています。 

漁業就業者数は 373 人となっており、その中で女性就業者数は 2 人となっています。 

また、行政区域内人口 30,186 人（図表 2.5.1：2013 年度実績より）において、漁業就業

者数が占める割合は 1.2％となっています。 

次に経営組織別経営体数をみると、個人が 114、会社が 16、漁業協同組合と漁業生産組

合がそれぞれ 1 ずつとなっており、個人経営が主体となっています。また、漁船隻数は総数

で 170 隻となっています。 

◆図表 2.6.6 漁業就業者数(左)、経営組織別経営体数(右) 

 

男 女 合計 男 女 合計

75 歳 以上 784 88 872 51 － 51

70 ～ 74 歳 568 84 652 45 1          46

65 ～ 69 歳 677 103 780 62 － 62

60 ～ 64 歳 929 145 1074 77 － 77

55 ～ 59 歳 866 121 987 64 － 64

50 ～ 54 歳 588 75 663 29 － 29

45 ～ 49 歳 457 65 522 22 1          23

40 ～ 44 歳 356 56 412 10 － 10

35 ～ 39 歳 389 49 438 4 － 4

30 ～ 34 歳 318 20 338 2 － 2

25 ～ 29 歳 242 12 254 3 － 3

20 ～ 24 歳 144 6 150 1 － 1

15 ～ 19 歳 57 1 58 1 － 1

合　　計 6,375 825 7,200 371 2 373

いちき串木野市
年齢階層別

鹿児島県全体

  

鹿児島県全体 いちき串木野市

個人経営体 3,545 114 

会社 226 16 

漁業協同組合 10 1 

漁業生産組合 14 1 

共同経営 10 ―

その他 2 ―

合　　計 3,807 132 

区分
経営体数

 
(2013 年 11 月 1 日現在) 

資料：農林水産省「2013 年漁業センサス」 

 

◆図表 2.6.7 漁船隻数 

小計 1t未満 1t～3t 3t～5t 5t～10t 10t～20t 20t～30t

鹿児島県全体 5,680 89 1625 3,966 250 1271 1241 688 468 1

いちき串木野市 170 ― 15 155 8 74 21 11 ― ―

30t～50t 50t～100t 100t～150t 150t～200t 200t～350t 350t～500t 500t～1,000t 1,000t～3,000t 3,000t以上

鹿児島県全体 ― 1 ― 1 ― 43 1 1 ―

いちき串木野市 ― ― ― ― ― 40 1 ― ―

総　数
無動力

船隻数

船外機付

船隻数

動力船隻数

区分
動力船隻数

区分

 
(2013 年 11 月 1 日現在) 

資料：農林水産省「2013 年漁業センサス」 
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５ 商・工業 

鹿児島県全体では、事業所数、従業員数は小売業が卸売業を上回っていますが、販売額は

卸売業が上回っています。 

それに対して、本市では、事業所数、従業員数及び販売額の何れにおいても、卸売業より

小売業の方が上回っている状況となっています。 

◆図表 2.6.8 卸売業・小売業 

事業所数 従業員数 販売額 事業所数 従業員数 販売額

（軒） （人） （百万円） （軒） （人） （百万円）

鹿児島県全体 3,479 26,674 2,249,965 13,388 80,859 1,460,603

いちき串木野市 44 195 13,197 273 1,245 17,421

事業所数 従業員数 販売額

（軒） （人） （百万円）

鹿児島県全体 16,867 107,533 3,710,568

いちき串木野市 317 1,440 30,618

区　分

卸売業 小売業

区　分

合　計

 
(2014 年 7 月 1 日現在) 

資料：経済産業省「商業統計」（平成 26 年版） 

 

◆図表 2.6.9 本市の卸売業・小売業 
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２－７ 土地利用 

本市における評価総地積は、7,851ha となっており、その内訳としては山林が 5,142ha

（65.5％）と最も高く、次いで畑が 792ha（10.1％）、田が 670ha（8.5％）となっていま

す。 

◆図表 2.7.1 本市の土地利用状況① 

面積

(ha)

割合

(％)

面積

(ha)

割合

(％)

面積

(ha)

割合

(％)

面積

(ha)

割合

(％)

いちき串木野市 7,851 100.0 670 8.5 792 10.1 561 7.1

面積

(ha)

割合

(％)

面積

(ha)

割合

(％)

いちき串木野市 5,142 65.5 686 8.6

宅地

区　分

山林 その他

区　分

評価総地積 田 畑

 
(2016 年 1 月 1 日現在) 

資料：鹿児島県統計年鑑_市町村別民有地面積(平成 29 年度) 

 

◆図表 2.7.2 本市の土地利用状況② 
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２－８ 水道普及状況 

本市における現在給水人口は 27,570 人で、計画給水人口 28,200 人に対して 97.8％とな

っています。 

◆図表 2.8.1 本市及び鹿児島県全体の水道普及状況 

計画

給水

人口

現在

給水

人口

計画

給水

人口

現在

給水

人口

計画

給水

人口

現在

給水

人口

計画

給水

人口

現在

給水

人口

計画

給水

人口

現在

給水

人口

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

28 6 1,379,023 1,318,256 74 3 110,887 80,844 65 32 234

0 0 0 0 35 0 15,107 7,900 0 0 9

2 1 28,200 27,570 0 0 0 0 2 0 4

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

計画給水

人口

現在給水

人口
箇所数

計画給水

人口

現在給水

人口

① ② ① ① ⑤

③ ④ ③ ③ ⑥

合計
自己水源のみによるもの 左記以外のもの

箇

所

数

箇

所

数

箇

所

数

箇

所

数

箇

所

数

60,971 15,709 200,679 4,614

区　分

上水道 簡易水道
専用水道

1,565,988 1,422,709

いちき

串木野市
2,650 448 0 0 30,850 28,018

鹿児島県

全体

合　計

箇所数

 ①:公営

 ②:公営で他の市町村から給水
 ⑤:公営＋公営外

 ③:公営外

 ④:公営外で他の市町村から給水

 ⑥:(公営、公営外)

　　他の市町村から給水  
資料：鹿児島県ホームページ「平成 30 年度版鹿児島県の水道」(平成 29 年度水道統計調査) 

 

◆図表 2.8.2 本市の水道普及状況 

28,200
27,570

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

計画給水人口 現在給水人口

（人）
上水道

0 0
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

計画給水人口 現在給水人口

（人）
簡易水道

2,650

448

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

計画給水人口 現在給水人口

（人）
専用水道

 
※平成 29 年 4 月 1 日付で簡易水道 5 地区が上水道に統合されました。 
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２－９ 将来計画の整理 

本計画の計画立案において、具体的な整備方針及び計画目標期間等を検討する場合に必要

と思われる関連する諸条件を以下に整理しました。 

◆図表 2.9.1 総合計画の概要① 

資料：いちき串木野市 第 2 次総合計画（平成 29 年 3 月） 

いちき串木野市第２次総合計画 

 

項   目 対象期間 

基本構想 平成 29 年度(2017 年度)～平成 38 年度(2026 年度) 

基本

計画 

前 期 平成 29 年度(2017 年度)～平成 33 年度(2021 年度) 

後 期 平成 34 年度(2022 年度)～平成 38 年度(2026 年度) 

事業実施計画 
平成 29 年度(2017 年度)～平成 38 年度(2026 年度) 

※毎年向こう 3 ヶ年を期間とするローリング方式 

１）ごみ処理の充実 

◎現況と課題 

ごみ処理については、環境保全、循環型社会の形成の必要性が高まっていることから、

市民・事業者・行政がそれぞれの役割を果たし、適切に取り組むことが求められていま

す。 

 このため、環境問題に対する意識の高揚を図るとともに、廃棄物の減量化・再利用・リ

サイクルを積極的に推進していくことが重要です。 

 また、これまで指定ごみ袋制度を導入し、市民に廃棄物の分別収集の徹底を図るととも

に、資源物の分別収集に努めてきていますが、一般廃棄物最終処分場が平成 29 年度で計画

容量に達する見込みであることから、新たな最終処分場の整備を進めています。 

 ◎基本的方向 

（1）市民への資源物分別収集の啓発など、ごみの減量化及び再資源化の促進に積極的に取

り組みます。 

（2）新たな最終処分場を整備します。 

◎主要施策 

（1）ごみ減量及び再資源化の促進    （2）最終処分場の整備 

①指定ごみ袋制度の推進         ①ごみ処理基本計画の推進 

②資源物分別収集の推進         ②最終処分場の整備 

③廃品回収活動の促進          ③ごみ処理施設の周辺環境整備と保全 

④マイバッグ運動の推進 
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◆図表 2.9.2 総合計画の概要② 

いちき串木野市第２次総合計画 

2）下水道・生活排水・し尿処理の充実 

◎現況と課題 

（1）下水道・生活排水 

市民の快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全の観点から、串木野地域の市街地

を中心に公共下水道の整備を進め、また、市来地域の戸崎・崎野地区においては漁業集落

排水施設を整備してきています。さらに、その他の地区においても合併処理浄化槽の設置

が進み、公衆衛生の向上のみならず公共用水域の水質改善が進んできています。 

今後、より一層の公共用水域の水質保全及び生活環境の向上を図るためには、下水道認

可区域内の水洗化率の向上と、単独処理浄化槽、くみ取便槽から合併処理浄化槽への切替

の促進を図る必要があります。 

また、下水道事業を継続するため、事業経営の健全化を図る必要があります。 

（2）し尿処理の充実 

し尿処理施設は、いちき串木野市・日置市衛生処理組合で運営され、し尿及び浄化槽清

掃汚泥の効率的、安全、安定した処理がなされています。 

今後も、し尿処理施設の適正な維持管理に努めるとともに、施設周辺地域の環境条件と

の調和を図ることが重要です。 

 ◎基本的方向 

（1）下水道・生活排水 

河川や海の生態系にも配慮しながら、公共用水域の水質保全に努め、市民の快適な生活

環境の確保を図るため、下水道や合併処理浄化槽の普及を図ります。 

①公共下水道終末処理場の長寿命化と水洗化率の向上を図ります。 

 また、事業経営の健全化を図ります。 

②戸崎地区漁業集落排水事業区域については、管理組合と連携し、水洗化率の向上を図

ります。 

③公共下水道認可区域、戸崎地区漁業集落排水区域以外については、合併処理浄化槽の

設置を促進し、単独処理浄化槽、くみ取便槽から合併処理浄化槽への転換を促進しま

す。 

（2）し尿処理の充実 

施設の適正な維持管理に努め、し尿等の適正処理を行うとともに、収集について市民サ

ービスの向上を図ります。 

◎主要施策 

（1）下水道・生活排水  

①公共下水道事業                

・終末処理場の長寿命化計画の実施                

・公共下水道認可区域の水洗化率の向上   

・経営健全化の推進 

②戸崎地区漁業集落排水事業区域の水洗化

率の向上         

③合併処理浄化槽設置の促進 

 ・合併処理浄化槽への転換の支援          

（2）し尿処理の充実 

①ごみ処理基本計画の推進 

②最終処分場の整備 

③ごみ処理施設の周辺環境整備と保全 

 

資料：いちき串木野市 第 2 次総合計画（平成 29 年 3 月） 
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◆図表 2.9.3 環境基本計画の概要① 

資料：いちき串木野市環境基本計画（平成 23 年 3 月） 

いちき串木野市環境基本計画 

 

項   目 対象期間 

前 期 平成 23 年度(2011 年度)～平成 26 年度(2014 年度) 

中 期 平成 27 年度(2015 年度)～平成 29 年度(2017 年度) 

後 期 平成 30 年度(2018 年度)～平成 32 年度(2020 年度) 

１）循環型社会を形成する 

◎市の取組 

 ■ごみの適正処理を遵守する 

施策名 具体的な取組 

最終処分場の延命

化と適地の確保 
最終処分場の延命化を図るとともに、適地の確保を行う。 

一般廃棄物処理基

本計画の策定 

一般廃棄物処理基本計画の策定を行い、本計画に従い、ごみの適正

処理を推進する。 
 

■3R を推進する 

施策名 具体的な取組 

電気式生ごみ処理

機購入設置補助 
家庭用電気式生ごみ処理機購入補助を実施する。 

資源物回収活動団

体補助事業 

廃品回収を実施した市民団体に補助金を交付し、市民の環境問題に対

する意識の向上を目指す。 

環境センターの運

用・管理 

市民や企業から出されるごみを抑制するとともに、資源・不燃ごみは

可能な限り再利用・資源化し、可燃ごみは焼却処理する。 

資源物分別収集の

推進 

市の広報紙や「まちづくり出前講座」を通じて、指定ごみ袋制度、資

源物の分別方法等の周知、徹底を図る。 

マイバッグ運動の

推進 

九州 7 県で行っている「九州統一マイバッグキャンペーン」に参加

し、市民・事業者・市民団体との協力体制の確立を軸に、学習会の開

催や協賛店の登録などの運動を推進する。 

産業廃棄物処理に

おけるマニフェス

ト制度の推進 

産業廃棄物の処理については、鹿児島県と連携の上、企業責任におい

て処理するマニフェスト制度等を推進する。 

◎市民、事業者の取組 

市民 

・「缶・雑びん」、「ペットボトル」、「プラスチック容器」、「発

泡スチロール容器」、「段ボール」、「新聞・チラシ」、「雑

誌」、「紙パック」等は資源物収集に出すか、回収協力店に出しま

す。 

・生ごみの堆肥化（コンポスト化）を行います。 

・買い物にはマイバッグを持参し、レジ袋を断ります。 

・使用できるものはフリーマーケット等で活用します。 

・長期間使用できる商品・耐久消費財を選びます。 

・過剰包装を断ります。 
 


